Economic Background of Systems Approach by 山本 義徳 & Yamamoto Yoshinori
システムズ・アプローチの基盤
その他のタイトル Economic Background of Systems Approach
著者 山本 義徳
雑誌名 關西大學商學論集
巻 16
号 2-3
ページ 339-365
発行年 1971-08-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00021461
(241) 339 
システムズ・アプローチの基：盤：
山本義徳
目 次
I. iましがき
I. システムズ・アプローチの現実的意義
1I． システムズ・アプローチの基盤
IV.おわりに
I はしがき
ッステムズ・アプローチにおいて概念的な新しさを認めることができず，
(1) 
したがってそれによる「コペルニクス的転換」もまた空語にすぎないとすれ
ば，その存在理由ほあらためてどこに求めればよいであろうか。本稿の課題
(2) 
ほ前稿に引続きこれをアメリカ独占資本主義の新たな展開のなかに探ろうと
するものである。
しかしこのような意図に対しては，このアプローチそのものが超体制的性
格を備えているとする疑問が提出されるかもしれない。例えば，ラソゲほ
「合理的行為にかんする一般的科学」としてのプラクシオロジー，ならびに
その補助科学としてのサイバネティックスにかんしてつぎのようにいう。こ
れらは，資本主義のもとでは，一方で企業や企業連合の活動の私経済的合理
性を増大させると同時に，他方で資本主義的生産関係の敵対的性格と関連し
た反社会的性格をしばしば鋭くする。これに反して社会主義のもとでは，社
会的生産および分配過程の社会経済的合理性を増大させるための強力な用具
(1) 山本純一，経営管理のシステム・アプローチ，システム研究会編「経営システ
ムの研究」昭和39年， 8ページ。
(2) 山本義徳，システムズ・アプローチの概念的検討，「関西大学商学論集」第15巻
第3・4合併号。
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(3) 
になることができる，と。彼の見解はなるほど体制の相違の重要性を明確に
主張してはいる。しかしその内実においてそれはいわば純粋技法的，数学的
な把握であるといってよい。いまシステムズ・アプローーチをこのようなプラ
クシオロジーと同等視するならば，その存在理由を独占資本主義のなかに求
めることはあまり意味がない，といってよいかもしれない。もちろん小論ほ
システムズ・アプローチが現実にそうした性格を有することを否定するもの・
では決してない。しかし同時にこのアプローチのもつもう一つの，ヨリ重要
な側面を見落してはならないと考えるのである。
以上と関連してつけ加えると，私は前稿の終の部分で技法としてのツステ
ムズ・アプローチを強調したが，それは必ずしもラソゲ的な意味においてで
はない。その強調はあくまで概念的検討の枠内で，これに関連してなされた
にすぎない。では本稿の課題との関連において，システムズ・アプローチほ
どのように取扱われるぺきであろうか。前稿ではこのアプローチを大きくつ・
ぎの 2系譜において理解した。ひとつはサイバネティックスおよびその亜流、
としての「一般システム理論」の系譜であり，他は「問題志向的諸科学結
合」をめざす方向である。換言すれば，前者は新たな「純粋科学」としての・
普遍的「形式科学」を標榜し，後者は現実に生起する特定の具体的問題をめ｀
ぐる「政策科学」としてみずからを主張する。プラクシオロジーが最初の系→
譜に属することはいうまでもない。この系譜ではランゲ的理解はひとつの必＾
然であろう。これに対してコジオールはこのアプローチを「工学」に類似し
た「応用，政策科学」として位置づけようとした。彼は「システム研究」す・
なわち「問題中心的綜合研究」を「説明的」理論としてではなくその「手段→
的」形態における綜合として把握したのである。この立場では，具体的問題，
を接点として，システムズ・アプローチと資本主義的諸政策との密接な結合・
が，必然的にヨリ前面に押し出される筈である。したがって本稿の議論は主．
として第2の系譜に焦点を合せるぺきであろう。繰返すが我々は最初の系譜・
をこのことによって全く無視するわけではない。 「純粋科学」はそれが何ら
(3) 0, Lange, Ekonom~a Polityczna,竹浪祥一郎訳．「政治経済学」昭和39年， 212:
ページ。
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かの目的を所与とする以上，結局は「政策科学」に従属せざるをえないので
あって，この意味でシステムズ・アプローチのヨリ注目すべき側面が第 1よ
りはむしろ第 2の系譜にあると考えてよいのではなかろうか。
さて一般にシステムズ・アプローチの促進要因は，きわめて抽象的な水準
(4) 
においてほ，複雑性の増大として理解され，したがってその意義も複雑性の
増大に対する組織上ならびに意志決定上の対応策として理解されるのが通常
のように思われる。しかしこの複雑性の増大がヨリ具体的にいかなる内容を
(5) 
意味するものであるかについてほ，若千の例外を除き，従来あまり深く論及
されることがなかったといってよい。モデル展開への没入を別とすれば，そ
のひとつの理由は，おそらく，戦後のいわゆる技術革新の過程がすなわち複雑
性の増大の過程であるという，ごく単純な了解によるものと想像される。こ
のような暗黙の了解は明らかにつぎの点で不十分である。第 1に複雑性の増
大そのものが一定の時期を画すためのメルクマールとして不適当であり，第
(6) 
2に技術革新についても， 1920年代との比較が必要であると思われる。この
意味では，結論を先どりして言えば，第二次大戦以後のアメリカ独占資本主
義にとりわけ顕著にみられる科学技術の研究開発における産軍学協同体制の
役割とともに，産業界において1920-30年代を中心に展開される競争形態の
(7) 
変化が顧慮されてよいと考える。以下まず前者について概観しておきたい。
I システムズ・アプローチの現実的意義
ー一その現実的展開
，，ミナールによれば，資本主義世界における社会科学は最近の数十年間に
(4) e. g. A. D. Hall, A Methodology for Systems Engineering, 1962, p. 5. 
(5) 直接にシステムズ・アプローチにかかわるものとしてでiまないが，内容的に関
連するひとつの例外として森下二次也， ManagerialMarketingの現代的性格につ
いて，続 •Managerial Marketingの現代的性格について，「経営研究」第40,41号
があげられる。
(6) 1920年代の評価について，つぎのような興味深い相違例がある。有沢広巳編
「アメリカの経済，」 昭和34年， 10ページおよび64ページ。有沢氏が1920年代を繁
栄の時代とみるのに対し，豊崎氏は1920-1930年代を一括して停滞の時代とされて
いる。
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「こまかい研究や調査の量は莫大になったにもかかわらず，根本的に新しい
理論は何も生れなかった。」 また，「最近四十年間の研究は大きな理論的進歩
をなんらもたらさなかったが，社会諸科学の技術には莫大な成長がみられ，
とくに統計学が質問表や調査の諸方法およびオペレーションズ・リサーチと
(8) 
いう解析的方法に大いに用いられるようになった。」 けだし名言というべき
かもしれない。しかし，ここでの問題は彼の見解の当否ではない。システム
ズ・アプローチにおいても同様な類推が妥当すると思われるのである。前稿
で指摘したように，、ンステム概念それ自体には新しさはない。新しさにおい
て明瞭なのほむしろそれをとりま．＜技法的発展，すなわちオペレーツョソズ
・リサーチをめぐる一連の発展である。そしてこの発展は， 1920年代との大
(9) 
きな相違としての，社会主義世界体制の成立を背景とする冷戦下での軍備競
争を究極的基盤としたのである。後に述べるように国防軍委嘱研究所を中心
として生成するプロトタイプとしてのシステムズ・アプローチに付着する一
定の性格，その現実的意図や思考は，明らかにこの点に立脚して考えられね
ばならないと思われる。もちろんこのような技法ならびにそれに付着する一
(10) 
定の性格の発展は，第二次世界大戦を契機とする科学技術の全面的軍事化の
もとでおこなわれたのであって，我々はそのもとでそれがいかに制度的に展
開してきたかをみておく必要があると考える。
政府の役割 システムズ・アプローチの，ヨリ厳密にはシステム分析の，
典型的な適用例として周知の PPBS がある。ノービックはそのプログラム
別予算の起源にかんして，これを連邦政府自身と産業界の二つに求めている。
前者は1942年の戦時生産委員会の手になる物資統制計画 (CMP)後者は1924
年の GMの予算編成である。また彼は1920年代にベル研究所が利用した分
(7) その実証は今後の課題である。
(8) J. D. Bernal, Science in History, 1954, 1957,鎮目恭夫他訳「歴史における
科学」昭和40年， 649-650ページ。
(9) 中村静冶，「技術の経済学」昭和35年， 125ページ。
(10) 星野芳郎，現代資本主義における科学技術体制，武谷三男編著「自然科学概
論」第 3巻，昭和38年， 147ページ。
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(11) 
析方法と戦後の兵器ヽンステム分析の類似を指摘している。政府と産業界のど
ちらが先行するかという問題は，オペレーションズ・リサーチにおける産業
(12) 
界の先行をも考慮すれば，実質的には産業界が先行したといってほぼ間違い
ないと思われる。しかし産業界の先行は無政府的競争のなかでの企業秘密の
重要性を考慮するとき，社会全体としての影響力を保持しえたかどうかはか
なり疑わしいとみてよいであろう。これに対して強制力まで含めた政府の影
響力は産業界における起源よりも政府のそれの重要性を比較にならぬ程高め
ている。
さて，第二次大戦中及びその後の合衆国の技術進歩にみられる著しい特徴
は，政府とくに軍を中心とする研究開発体制への依存の驚くべき増大であっ
(13) 
た。自動制御を含む管理技術の発展もこれと無関係ではない。システムズ・
アプローチの現実的展開もまた，戦争目的の共同研究から発展するさまざま
な研究開発機関のなかでまず開始される。オペレーショソズ・リサーチとサ
(11) D. Novick, ed., Program Budgeting, 1965,福崎康人訳，「PPBSの理論と手
法」昭和仕年， 19-21ページ。システムズ・アプローチの崩芽をもっと古く潮る見
解もある。例えばジョンソン等は1812年エリ・ホイットニイによるライフル生産の
ためのシステム工学の応用を指摘している。 (R.A. Johnonson, F. E. Kast, J.E. 
Rosenzweig, The Theory and Management of Systems, 2nd ed., 1967, p. 139) 
またホールによれば1930年代には R.C.A．がそのテレビ放送事業のためにシステ
ムズ・アプローチの必要性を認識していたし {Hall,op. cit., p. 7.)「システム工学
という用語がほぽ今日と同じ意味で使われるのほ， 1940年代初期の BellTelephone 
Laboratoriesがおそらく最初である。 (K. J. Schlager, "Systems Engineering 
- Key to Modern Development," IRE Trans., Prof., Gp. Eng. Management, 
3. 1956, pp. 64-66, A. D. Hall, op. cit., p. 7による。） 1930年代にはまた，巨
大化した官庁を主要な需要先とするパンチ・カード・システムが発展していた。（竹
内宏，繁栄する米国の電算機産業，「エコノミスト」・昭和44年3月4日， 33ページ。）
(12) J. F. McCloskey & F. N. Trefethen, ed., Operations Resea1・ch for Man-
agement, 1954,目崎憲司他訳，「経営のためのオペレーションズ・リサーチ」昭和31
年37-38ページ。
(13) D. K. Price, Government and Sc~ence, 1954,中村陽一訳「政府と科学」昭
和42年， 33-34ページ。 Bernal,op. cit.，鎮目他訳「前掲書」，418ページ。 c.w.
Mills, The Po切erElite, 1956,鵜飼信成他訳，「パワー・エリー．卜」下，昭和33年
372..:..373ページ，など多数。
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イバネティックスの誕生の歴史ほうえに指摘した第二次大戦中の科学技術体
制の小さくない役割を如実に示している。合衆国政府は第二次大戦勃発の翌
年に国防研究委員会 (NDRC)を樹立し，翌年それを科学研究開発局 (OSR
D) へと発展させた。周知のように前者が研究部門のみを扱うのに対し，後
者は基礎科学から生産現場にいたる全研究組織を統括し，研究の実際化に責
任を負う点で画期的である。すなわち OSRDは政府部内に企業の研究所を
(14) 
もちこむ端初をなしたのである。 ORやサイバネティックスをはじめ，電子
計算機，原子兵器，ペニシリンなどの登場ほ，いうまでもなくこの OSRD
(15) 
を頂点とする全国的，一元的科学技術動員の成果にほかならない。
ORの制度的展開 その本質的特徴かどうかはともかく， ORの特徴のひ
(16) 
とつにシステム観があるという点では多くの論者に異論がないといってよい。
ORの展開史ほ，その一側面において，とりもなおさずシステムズ・アプロ
(17) 
ーチの現実的展開史でもあったのである。それはひとまずつぎの 2段階に大
別することができる。第二次世界大戦中とその後の冷戦下での問題の相違，
対象の相違を背景として，いわゆる伝統的 ORは精緻な数学的手法を特徴と
(14) 中村陽一訳「前掲書」 39ページ。
(15) 星野芳郎，前掲論文， 144-145ページ。 OSRDの活動は，財政面では陸海軍
のそれを下回ったが，軍事研究上の歩調を合せる重要な役割を果すと同時に，政府
と科学の関係に新局面をもたらした。それは第1に委員会構造とライン構造を結合
し，第2に科学者個人を公務につけるかわりに科学機関全体を政府計画に参加させ
た。この第2氏のちに即席の，契約による連邦制へと発展する。 （中村陽一訳，
「前掲書」 39-40ページ，およびの一69ページ。）
(16) 例えばレザーは ORの二特徴として数学的手法の利用とともにシステム観の採
用をあげ，ェイコフとリヴェットも ORの三特徴のひとつにシステム志向をあげて
いる。 (W.Lazer, Operatic;;ns Research and Marketing Science, in G. Shwarz, 
ed., Science in Marketing, 1965, pp. 430-431. R. L. Ackoff & P. Rivett, A 
M畑 ager'sGuide to Operations Research, 1963, p. 10) 
(17) それは軍事システム研究として展開されるのであるが，フォレスターによれば，
インダストリアル・ダイナミックスの四つの基盤もまた，「主として軍事システム研
究の副産物として， 1940年来，アメリカで築かれてきた。」 (J.W. Forrester, Indus-
trial Dynamics, 1961, p. 14,石田晴久他訳，「インダストリアル・ダィナミックス」
昭和46年， 19ページ。
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し，目標が明確で比較的単純に解決しうる低水準の戦術的問題の分析を主内
容とした。これに対しその後に発展した ORは，広範な戦略的問題を分析の
主内容とし，したがって目標の検討そのものを含み，数量的測定と価値判断
(18) 
を併用する。もちろん第二次大戦末期にほ既に早く第二段階の崩芽をみるこ
とも可能ではあるが，明確な画期を示すものは1950年代初期の RAND研究
(19) 
所によるシステム分析の開発である。こうしてシステムズ・アプローチの現
(20) 
実的展開，発展は，第二次大戦中の経済統制の経験と初期 ORを経て，とも
にランド・コーボレーショソに流れこみ，システム分析として発展し，後に
PPBSにおいて一応の結実をみるのである。
初期 ORの制度的展開は，周知のとうり，第二次大戦中の英三軍と米海空
軍における司令官スクッフの一部としての ORグループの正式設置をもって
(21) 
始まる。開戦時には英軍のみならず米軍にとっても「潜水艦作戦と爆撃こそ
(18) これはいわゆる closedsystemから opensystemへの発展に対応するものと
いってよい。
(19) B. L. R. Smith, The RAND Corporation, 1966, pp. 6ー12.
(20) これは長期計画の史的進展においても重要なインパクトを与えている。 B.W.
Scott, Long Range Planning in Ame11can Industry, 1965, pp. 52-55. 
(21) 初期 ORの歴史にかんする記述は数多いがここではつぎの三つをあげておく。
J. G. Crowther and R. Whiddington, Operational Research, in Science at War, 
1948, pp. 91ー120.F. N. Trefethen, A History of Operations Research, in J. 
F. McCloskey and F. N. Trefethen eds., Operations Research for Management, 
1954,目崎憲司，横山保，大沢豊訳，「経営のためのオペレーションズ・リサーチ」，．
昭和31年， 3-46ページ。 P.M. S. Blackett, Studies of War: Nuclear and Con-
ventional, 1962.岸田純之助，立花昭訳，「戦争研究」昭和39年， 209-233ページ。
英軍における OR機関の確立 OR機関の樹立は英空軍戦機隊司令部スタッフとし
ての StanmoreResearch Sectionが最初である。これは，戦前から電波探知にお
ける軍学協同を考えていたポードシー研究所長 Roweが小班を結成し，上記司令部
に召集され，司令官スタッフの一部に組みこまれたものである。これを原型として
1941年夏までに多数の OperationalResearch Sectionが空軍内に確立された。陸
軍は1940年夏の Anti-AircraftCommand Group別名 “Blackett'sCircus’'が最初
である。システムズ・アプローチの一特徴とされている諸学者の共同研究 (inter-
disciplinary study)は上記のように軍事問題への民間学者の参加による共同研究に
端を発した。初期ORと第2段階のそれとの差異ほ，ここでは専門スタッフの構成
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(22) 
は，われわれが英国を助けて克服しなければならない二つの脅威」であった。
ORのみならずサイバネティックス誕生の契機をなしたのほ，かかる水準の
問題であった。
ランド研究所を中心とするシステム分析の発展 戦時中に新たな転換を経
験した科学技術体制氏戦後もそれを継続するとともに一層拡大発展する。
戦後米軍にみられる顕著な特徴のひとつとしての，民間の，いわゆる非営利
(23).' 
研究所の利用もそのひとつである。これらの研究所の指導メンバーは，この
上の差異としてあらわれている。すなわち前者は問題の性格から数学・物理学者を
主とし，後者における経済・政治・文化人類，社会心理学者の増大と対照的である。
開戦二年後に英三軍はすべて正式OR機関を樹立した。その効果は計算しうる程
現実的なもので，当時の問題水準をよく反映している。レーダーによる索敵能力の
増大，水中爆雷の爆発深度の変化による対潜攻撃性能の五倍化， Uボートによる船
舶輸送損害の減少，爆撃による被害および死偏者にかんする調査データの攻撃への
転用，大量編体飛行の採用による機体損害の減少などがその若干例である。
米軍における OR機関の確立英軍の影響のもとに1942年から OR班が設立され始
める。空軍における26グループの AirForce Operations Analysis Sectionsおよ
び訓練徴募司令部としての OperationsAnalysis Divisionの設立。海軍における
Anti-Submarine Warfare Operations Research Groupとその後の発展。 (1944
年 OperationsResearch Group, 1947年 Operations Evaluation Group) なお
海軍における NOLOperations Research Groupの研究は，戦後に RANDおよ
び陸軍の OperationResearch Officeがおこなった戦略的 ORを予報する内容を
もっといわれている。
このように主として民間科学者からなる作戦研究グループは，「程度はさまざまで
あるが，軍の作戦参謀のあらゆる主要な活動に密接に関与して，進行中の作戦に関
連のある事実を研究し，これを科学的に解析し，機会がくれば参謀に戦争の作戦指
導を改善する方法を勧告する地位」を不動のものにした。彼等の全体志向を評して
つぎの言葉がある。 「太平洋戦争の方針の全体を知るまでは，彼等はハンダコ｀テす
ら使おうとしない」 (Crowtherand Whiddington, op. cit., p. 116) 
(22) N. Wiener, I am a mathematician, 1956,鎮目恭夫訳「サイバネティックス
はいかにして生まれたか」，昭和31年， 155ページ。
(23) 海軍における FranklinInstitute of Philadelphia (1942年の ORグループ
ANSWORGがのちに OEGを経て theCenter for Naval Analysis Groupと
して改組され，これを契約に基き FIPが管理する形態をとる）陸軍における the
Research Analysis Corporation (1948年来 johnsHopkins Universityが契約に
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(24) 
ことを通じて防衛政策の形成に重大な役割を果すこととなった。繰返すまで
もなく RANDほ第2段階における ORのメッカとしてこの種の活動の一大
拠点であり， 1949年における最初の「兵器システム分析」の完成， 1953年の
空軍に対するプログラム別予算適用の提案， 1961年国防省におけるその最初
の導入の試み， 1968年アメリカ政府全省庁における PPBS方式への移行命令
(25) 
などの一連の経過はその地位の重要性を物語って余りある。
ネットワーク技法の発展 第二次大戦とその後にひき続く冷戦は，既にみ
たように政府とくに軍を中核とするツステムズ・アプローチの発展に決定的
な影響を与えた。冷戦の一層の拡大，すなわち米‘ノの軍備競争およびその結
果たる財政負担の増大ほ，やがて諸資源のヨリ合理的な配分利用をひとつの
至上命題かのように要請するに至る。それは一方で RANDの研究を中心と
する PPBSへの発展を準備すると同時に，他方で PERT,CPMに代表され
(26) 
るネットワーク技法の開発をも刺激せずにはおかなかった。それは1950年代
末から1960年代にかけてのことである。既に1950年代半ぼにほ兵器調達にお
ける時間と費用の，予想を上回る大巾超過が重大な問題となつていたが， 19
基き管理してきた OROが1961年大学を離れたもの）， HumanRelations Research 
Office, Special Operations Research Organizationや StanfordResearch In-
stituteとの契約グループ，空軍における theRAND Corporation, ANSER, The 
System Development Corporation, Aerospace, MITREなど。 (cf.Smith, op. 
cit., pp. 1-6)また1947年の国家安全保障法は種々の兵器や兵器制度を統合参謀本
部のレベルで公平に評価する必要を説き，これに基き WeaponSystems Evalua-
tion Groupが設立されるが，初期には有効な活動ができず， 1953年ロックフェラ
ーレボート， 1955年 SubcommitteeReportの指摘や勧告をまって，結局 MITと
人事派遣契約を結び， 1956年非営利会社 IDAが発足した。 1962年にほ theLogis-
tics Management Instituteも設立されている。このような非営利研究所はプライ
スのいう「契約による連邦制」の一形態にほかならない。
(24) Smith, op. cit., p. 1.この点にかんして1961年の有名なアイゼンハワーによる
笞告がある。 Ibid.,p. 16. 
(25) 福島康人訳，「前掲書」，18-19ページ。中川静昭， ビッグ・プロジェクトとマネ
ジメント，坂本正義編著「ビッグ・プロジェクト」，昭和44年， 144-145ページ。
(26) 亀山三郎， PERTの理論，「経済評論」昭和42年10月臨増， 48ー 49ページ。中
川静昭，前掲論文， 157ページ。
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57年のスプートニク・ショックは，直接に，海軍におけるミサイル開発のた
めのORチームの発足とそれによる PERT/timeの開発を促す契機をなした。
ところで既に指摘したように，第二次大戦以後の軍の装備や研究開発にみら
(27) 
れる一大変化ほ，その大部分の民間契約への依存である。したがっていまや
民間契約者の効率増進は国防経済学の一重要課題たる地位を獲得している。
この点にかんする国防経済学の一成果は，「コスト・プラス型」の「相対（あ
いたい）契約 negotiatedcontract」方式から「奨励制契約 incentivecont-
(28) 
ract」方式への周知の転換であった。しかしこのような奨励契約ほ目標コス
(29) 
トの設定方法の改善を伴なわない限り，殆んど無意味である。 PERTが奨励
契約と結合されるのはこの理由からにほかならない。 1962年には国防省また
は NASAと研究開発契約を結ぶすべての会社にとって， PERTの使用ほひ
(30) 
とつの強制に転化した。
NASAにおけるシステムズマネジメントの展開 政府，産業，大学の協同
(31) 
による「近代的」プロジェクトの開発におけるジステムズ・マネジメソトの
採用は， 1957年のポラリス・システムを代表とするさまざまな兵器システム
や1950年代の SAGE、ンステム， 1950年代末の BMEWS、ンステムなどを経て，
NASAの宇宙開発プロジェクトにおいてひとつの頂点に達する。 NASAの
それは，もちろん，第二次大戦中の原爆プログラムや1950年代半ば以降1960
(27) C. J. Hitch and R. N. McKean, The Economics of Defense in the Nuclear 
Age, 1960,前田寿夫訳，「核時代の国防経済学」昭和42年， 328ページ。
(28) 前田寿夫訳，「前掲害」 331一 335ページ。
(29) 同上， 333-334ページ。
(30) "Short-Cut for Project Planning", Business Week, July, 7, 9162, p. 104. 
R. A. Johnson, F. E. Kast and J. E. Rosenzweig, The Theory and Manage-
ment of Systems, p. 331. 
(31) プログラム・マネジメントやプロジェクト・マネジメントとも呼ばれる。その
内容はシステム工学と情報システムの結合である。 Johnson, et al., op. cit., p. 
137, pp. 139ー140,p. 160.渡辺氏は NASAにおける新制度および新管理技法と
して，プロジェクト・マネージャー制度と1962年に実用化された PERT/costを指
摘している。渡辺裕夫，宇宙開発，「朝日ジャーナル」昭和44年3月16日， 53-54ペ
ージ。
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年代前半にかけての弾道ミサイル・プログラムと比較しても，卓越した規模
(32) 
であり，その影響力ほ画期的なものといわれている。それは原子力や国防関．
係部門よりほはるかに大きい技術的波及効果と，新管理技法の開発をもたら
すと同時に，契約先たる多数の民間中小企業の運命を左右する一大権力機構：
(33) 
となった。このような影響力はしかし，アボロ計画の一段落によって縮小せ
ざるをえず，関連民間企業の，いわゆる社会プロジェクトヘの転進を余儀な
くさせるにいたる。
以上，ッステムズ・アプローチの発展を産軍学協同体制の成果として簡単
に跡づけた。その際電子計算機の技術的発展にかんしてほふれなかったが，
いうまでもなく軍を中核とする大規模プロジェクトほ， コソビュータの周知：
(35) 
の急速な発展にもまた無視しえない影響を及ぼしている。 1955年のコソビュ
(36) 
ーク設置台数10~15台に比し， 1965年のそれは31,000台である。この間のめ
ぼしい発展ほ， 1956年 ETL,MKIIIのトランジスク採用による第 2世代の
開始， 1957年 FORTRANの開発， ATTによるデーク通信の開発，つぎに
1960年を画期とする IBM70 70, 1401の登湯，クイムシェア））ソグの開始,..
ALGOL,COBOLの開発，最後に1964年 IBM360の IC採用による第3
(37) 
世代の開始などであった。しかしこのような著しい発展にもかかわらず，ま
た「コンピュークの使用境界線」は，「コソビュータ技術および，それ以上に
(32) その支出額ほ1961年ケネディ特別教書以来飛躍的に増加し， 1962年18億ドル，
196年 7億ドル， 1965年には国家予算の 5%52億ドルに達した。局員数はこの間
17,500人から36,000人に増大した。実際にはこの一局員について，さらに，産業や
大学における 6人の研究者が加算される。
(33) 渡辺裕夫，前掲稿， 53ページ。
(34) 荒井忠男，：：：：システム：：：：の効果と限界，「エコノミスト」昭和45年1月27日， 84-・
89ページ。
(35) 例えば SAGEシステムにおける IBMの場合。村上巌， 1970年代のナショナ
ル・プロジェクト，坂元正義編，「前掲書」，285ページ。 D.G. Malcolm, A. J. Rowe・ 
and L. F. McConnell eds., Management Control Systems, 1960,竹中直文訳
「新経営管理方式」，昭和37年， 205ページ。
(36) C. A. Myers, ed. The Impact of Computers on Management,_ 1967.高宮晋. 
石原善太郎共訳，「コンビュータ革命」，昭和44年， 1ページ。
(37) 坂井利之，電子計算機の発達過程，「電子計算機」，昭和43年， 4ページ。
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プログラミングやシステム・デザインにかんする経験が進むにつれて動くも
(38) 
のである」けれども，現在のほぼ一致した見解によれば， コンピュークによ
り実質的影響を受ける企業活動の分野ほ，ほぼ調達貯蔵，現業，あるいは定
(39) 
型化された日常業務の水準に限られるようである。また，例えばノービック
やクエードも指摘しているように，それは本質的には意志決定過程の補助装
(40) 
置にすぎず，不可欠なものとすることはできない。しかしこれらのことは必
ずしもシステムズ・アプローチの現実的適用に際するコンビュータの役割を
過小評価するものではない。両者は相互作用関係にあるのであって，例えば
コンピューク・ツステムの技術的発展ほ，ネットワーク分析のヨリ効果的な
(41) 
遂行と結合している。
つぎに産業におけるシステムズ・アプローチの現実的展開に移ろう。オペ
レーションズ・リサーチの本質的特徴のひとつにシステム志向を数えるチャ
ーチマン等は合衆国における ORの産業への適用について，「1951年にはしっ
(42) 
かりした地位を占め，その後は非常に速く発達した」と述べている。しかし
ニイコフとリヴェットによれば1951年クリープランドの Case Institute of 
Technologyにおいて産業における ORにかんする第一回会議が開催された
当時にはそのケース・スクディすら得られない状態であった。しかしその後
(38) 高宮晋他，「前掲書」， 6ページ。
(39) 同上， 11ページ。例えば購買業務，生産の計画と統制，在庫管理，再注文，出
荷と送状作成，会計，給与支給書の作製等である。他の分野についてほ必ずしも一
致した見解がない。同上， 6-16ページ。
(40) 福島康人訳，「前掲書」，21ページ。 E.S. Quade, Systems Analysis Techniques 
for Planning-Programming-Budgeting, in F. J. Lyden and E. G. Miller, ed., 
Planning Programming Budgeting, 1968,宮川公男訳，「PPBSとシステム分析」，昭
和“年， 249-250ページ。
(41) Johnson et al., op. cit., p. 318, p. 332. 
(42) C. W. Churchman, R. L. AcKoff, E. L. Arnoff, Introduction to Operations 
Research, 1957,森口繁ー監訳，「オペレーションズ・リサーチ入門」上，昭和35年
3ページ。なおロソフは，チャーチマンが OR と「システム・サイエンス」を同
一視している点を指摘している。 P.E. Rosove, Developing Computer Based 1吋or-
mation Systems, 1967,竹中直文監修，清水功老他訳，「コンビュータ情報システ
ム」昭和45年， 14ページ。
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の10年間の発達はたしかに急速で， 1960年のフォーチュン誌調査では既に最
(43) 
大500社の％以上によって利用されている。もうひとつの現実的展開は経営
情報意志決定ヽンステムの発展である。ロソフは「『トータル・ジステム』や『統
合データ処理ヽンステム』の開発と， システム理論やサイバネティックスの分
野での理論的研究との間の関係は，現在の時点ではまだ明らかでない」とこ
とわりながらも， Axsmithによりつつ，民間企業におけるコソビューク技術
の応用が1955年から1965年までの10年間に急速に「トータル・システム」の
(44) 
方向に移行した点を指摘している。
しかし，ここで注意しておかねばならない点は，我々は決して産業におけ
るシステムズ・アプローチの展開を無条件に肯定しているのではないという
ことである。前稿以来繰返してきたように，当初からシステムズ・アプロー
チの概念的規定はあいまいであり，本稿において一応目標を定めた「問題中
心的綜合研究」も依然としてきわめて抽象的な水準における規定にすぎない。
現実にどのような行為がヽンステムズ・アプローチの採用に該当するのか， と
いう最も重要な問題において我々はきわめて困難な立場に立っている。しか
しこの問題はもちろん我々の当面する課題ではない。システムズ・アプロー
チの現実的展開を厳密に解釈するとすれば，ーーといってもその厳密な解釈
の基準すら現在のところ与えられていないが一一産業におけるその現実的展
開のみならず，我々がうえに概観してきた政府レベルにおける現実的展開そ
のものもきわめて怪しいものとなる筈である。それにもかかわらず，我々が
政府レベルにおける一連の技法的発展を一~・アプローチそのも
のというよりむしろその周囲にあってシステム思考の存在を支え発展させる
ものとして一一ひとつの制度的な展開において展望したのは，いうまでもな
くシステムズ・アプローチの存在理由，その存立基盤に焦点を定めたためで
あった。とはいえ，本稿の最初の部分でも述べたように，一定の資本主義的
制度，資本主義的政策のなかで進行する技法的発展は，技法そのものとして
(43) R. L. AcKoff and P. Rivett, A Manager's Guide to Operations Research, 
1963, p. 9. 
(44) Rosove, op. cit.，竹中直文監修，清水功老他訳，「前掲書」， 15ページ。
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はとどまりえず，必然的に一定の資本主義的性格を帯ぴざるをえないのでは
なかろうか。以下ではこの点について若千検討を加えておきたい。
システムズ・アプローチをめぐる技法的発展に一定の資本主義的性格を付
着させるものほ何であろうか。それほ端的に競争にほかならない。政府レベ
ルにおける一連の技法的発展の究極的基盤はいうまでもなく社会主義世界体
制の成立を背景とする軍備競争である。産業における主要な問題もまた競争
である。政府と産業は競争を軸とする共通の問題に共通の対策をもって向か
わねばならない。この点に政府レベルでのツステムズ・アプローチのプロト
タイプの形成と産業界におけるその応用運動の展開の可能性が存すると思わ
れる。もちろん，政府と産業が直面する問題はその水準と質を異にしている。
しかし当面する主要な問題としての競争とその競争への対応の仕方において
両者に共通し，類似する点はきわめて多い。
ところで，本節の課題たるシステムズ・アプローチの現実的意義について
ほ，既に前稿で指摘した五点の実際的意義がある。煩雑をいとわず再掲する
と， 1,大規模プロジェクト管理方式の確立， 2,分権化による集権の促進
3,生産と消費の矛盾の個別資本的「解決」， 4,情報意志決定システムによ
る組織の環境に対する適応能力の強化，換言すれば間接部門とりわけ事務部
門の「合理化」， 5,環境の組織化，以上である。これら五点はつきつめれば
結局資本主義における企業内組織化（計画性）と社会的無政府性の矛盾，及
びその資本主義的克服に到達する。前者は主観的には企業とその環境（競争
を含む）との対立として，換言すれば管理可能な諸要因と管理不能な諸要因
との対立としてあらわれる。環境問題こそしまシステムズ・アプローチのメイ
(45) 
ソ・テーマである， といってもよい。ではこのような矛盾，対立の資本主義
(45) 林周二氏はシステムを組織と区別して「系という言葉は，事物の内部仕組みに
着目するよりは，むしろその事物が外部環境へ与える作用に着目する場合（すなわ
ち事物を，その環境との関係において把握する場合）に用いられる」と述べている。
林周二「流通革命」，昭和37年， 62ページ。またベルクランフィの「一般システム理
論」は，生物学的立場から有機体の環境適応行動を取扱おうとしたもので，その
「閉システム」と「開システム」の区別も環境との相互作用の有無を基準としたも
のである。山本義徳，前掲論文，参照。
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的克服ほどのようにおこなわれるのであろうか。そのための最も有力な政策
のひとつがうえに述べた競争の利用にほかならない。それは競争への対応策
として競争そのものを利用する。核時代の国防経済学が民間における競争機
構の政府部門における利用，溝入を高らかに唱えていること，また第二次世
界大戦後に広く普及する事業部制の一大利点が，プロフィット・センター間
の競争の利用にあることは周知のとうりである。このような競争の利用は必
ずしも企業組織の内部に限られる必要はないのであって，環境のある程度の
組織内化（あるいは統制）をも含むと考えてよいであろう。要するに企業組
織と環境（競争）の対立を，いわば両者の相互浸透を図ることによってある
程度克服しようとするのである。すなわち組織内に競争をもちこみ，競争を
組織化することによって。あるいは，組織の競争化と競争の組織化によって。
ところで上述五点の実際的意義のうち，第3点は直接にはこのような競争
の利用，あるいは競争のコソトロールと関係がないようにみえる。しかし競
争の利用は，競争諸単位のドルによる測定を必要とするのであって，これを
可能ならしめるためには，「製品使命」概念が巧みに示すように，競争諸単位
と市場との直接的接触が最も便利であり，かつ避けられないといってよい。
この点で水乎的組織が強調される第3点も競争問題と全く関係がないわけで
はない。それどころか，チャネル・ツステムの問題などは競争の組織化その
ものといって良い程である。しかしながらやほり，市場問題としての第3点
は一応競争問題とは別個の次元に位置しており，それとは独立した考察対象
をなすと思われる。
つぎのようにいいうるであろう。ジステムズ・アプローチの現実的意義は，
結局環境問題とくに市場問題をめぐって激化する競争への資本主義的対応に
(46) 
あり，またその対応策の有力なひとつとしての「競争の組織化」ないし「競
争のコントロール」という思考と結合している点にある，と。科学技術体制
の政府への全面的依存と軍事化は，つぎの二側面からこれを支えている。第
1に政府レベルの研究開発諸機関でさまざまな，プロトタイプとしての諸技
(46) 「競争の組織化」については池上淳氏に負う。例えば同氏，国家独占資本主義
と労働力統制，「一橋大学経済研究」第21巻第 3号， 237ページ． 239ページ参照。
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法を生みだすことによって。第2に「研究開発産業」という巨大な，ひとつ
の新成長産業を出現させ，間接的には，生産と消費との矛盾の発現を延引し，
直接的には，この産業がみずからの販売用具としてこのアプローチを宣伝す
ることによって。
l[ システムズ・アプローチの基盤
さてシステムズ・アプローチを産業界が受け入れるためには当然それだけ
の条件，基盤が熟していなければならない。本節では前節に示した五点の実
際的意義に手懸りを求めつつ，これらの条件がいかなるものでなければなら
ないかを明らかにしようと試みる。
そのためにまず第1に区別しておかねばならないのは戦後の合衆国にみら
れる相対的成長産業と相対的停滞産業における適用上の相違である。前者の
(47) 
代表は，例えば，研究開発，航空，電子，工学，合成化学，広告などである。
(48) 
後者の例は，鉄鋼，自動車，家庭用品，シガレットなどである。前者の特徴
2種類の製品競争
A 
B 
ー」競争的差別 消費者向け差別
［ 
製品差別化 →形式化
セグメンテーション，
時
系 多 角 策化 陳 腐 化
列
（成長政 ） 
l成長産業 1 成熟産業
歴史的移行
が巨大技術，オートメーショ
ソと材料革命であるのに対し，
後者のそれは，形式的使用価
値差別の進展，すなわち計画
的陳腐化（品質及び欲望の両
面における廃物化）やセグメ
(49) 
ンテーショソである。このこ
とは両者の競争形態，したが
ってまた投資計画がそれぞれ
異質なものであることを物語
っている。一方は政府研究開
発費，軍事費との結合を深め
(47) H. G. Vatter, The U. S. Economy in the 1950's, 1963, pp. 163-177. 
(48) Ibid., pp. 153ー163.
(49) P. A. Baran & P. M. Sweezy, Monopoly Capital, 1966,小原敬士訳，「独占
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(50) 
つつ，第三次集中運動の中核として，かなり実質的な多角化政策をとり，他
方は消費者操縦としての形式的使用価値差別政策をその主流とする。とりわ
け研究開発産業と自動車産業の対比はこのような差異を一段と際立たせてい
る。そしてそれは戦後の「技術革新」の内容上の差異にもつながるものと思
われる。大規模プロジェクト管理方式は，当然，第一次的にはこのような成
長産業のものである。それは直接的には政府及び軍との契約関係に基く強制
として，間接的にはこの産業における研究開発競争の激しさの結果として導
入されるであろう。しかし，後者における競争の激しさも又，朔ればその一
重要部分を戦中戦後の米国に独自な研究開発体制に依存している。開発競争
の激化の結果としてひとたび導入されると，このプロジェクト管理方式は，
産業全体として再びますます激しい開発競争へ導くであろう。このような開
発競争の激化過程ほ，製品寿命の短縮化傾向，企業管理における Strategy-
(51) 
Operation-Strategyサイクルの急速な短縮化，あるいはまた製品の市場導入
における不確実性の増大として意識される。換言すれば，成長業種または成
長品目の戦略的選択及びそれに基く迅速な製品開発による市場導入が企業に
とって死活的に重要な問題として意識されるようになること，これがこのプ
ロジェ、クト管理方式導入の一客観的条件であるといってよい。この産業にお
ける成長戦略としての多角化が，新熟練，新技法，新設備を必要とするもの
(f2) 
であればあるほと，ー一成熟産業の場合に比し，その可能性は当然高いー一
それだけこの条件も強められるであろう。つぎに，でほ相対的停滞産業＝成
熟産業においてほ，プロジェクト管理方式を導入する条件はないのであろう
か。必ずしもそうではない。成長部門とは異なる基礎上で，内容を異にして
資本」，昭和42年， 166-169ページ参照。フィッシャー，グリリチェス，ケイゼンに
よる自動車のモデル・チェンジにかんする研究の要約の中で，広告費がモデル・チ
ェンジの費用に比べそのわずか2％にすぎない点が驚きをもって指摘されている。
(50) 佐藤定幸，最近のアメリカにおける集中化傾向，「経済評論」昭和43年3月， 42
-53ページ参照。
(51) H. I. Ansoff, Strategies for Diversification, H. B. R. September-October 
1957, p. 125. 
(52) Ibid., p. 113. 
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導入される可能性ほ残されていると思われる。すなわち成長部門では一般に
多角化を成長戦略とする研究開発競争のもとで，戦略的意志決定と製品の市
場導入問題の重要性が認識され，スクッフ部門の強化がおこなわれるのに対
し，相対的停滞部門では，陳腐化や多様化競争のもとで形式的に類似の問題
が認識され．同じく形式的に類似したスクッフの強化の可能性が残されてい
ると思われる。この意味では成長部門における開発様式が，相対的停滞部門
におけるそれを先導するとも考えられる。執行段階におけるプロジェクト管
理技法としてのネットワーク分析の利用は， 1959年には81％が政府関係に属
したが． 1963年末にほ研究開発，建設および新製品計画の三領域を中心とし
て， 50％が純粋に民間部門のものとなっi.:.53゚）そのマーケティングにおける利
用としてほ．広告媒体の選択と広告効果の測定，販売促進キャンペーンの実
施，マーケティソグ・チャネルの有効性の測定，新販売地域の開拓，新製品
(54) 
の市場化．販売地域調整，などをあげることができる。
第 2一分権化による集権の促進一―•を要請する条件は何であろうか。周
知のように分権管理は先進的企業によって，早くも1920年代に採用をみてい
(55) 
た。これは分権管理の成立条件が戦後に特有ではないことを示している。分
権管理は一般に規模の巨大化による運営の官僚化を回避する管理方式として，
下位の管理者にある程度の権限と責任を委譲することによって自由裁量度を
増大し．他方で何らかの客観的尺度を設けてその・成果をチェックすることに
よって，同時に他面での集権化を促進しようとするものである。この場合，
規模の巨大化ほ，三度にわたる企業集中運動を通じて典型的に促進されてき
(56) 
た，といってよい。ジョソソン等が指摘する，企業の複雑性を促進した成長
(53) Johnson, et al., op. cit., p. 331. 
(54) Ibid., p. 332. 
(55) H. Maurer, The _Greate Enterprise, 1955, p. 115. R. Villers, Dynamic 
Management in Industry, 1960, pp. 125ー126.A. D. Chandler, Strategy a叫
Structure, 1962, p. 2. ここで問題とする分権制は， 主として製品別事業部制に限
られる。
(56) 奥村茂次，「寡占経済と経済成長」昭和40年， 4-6ページ。野口祐，「現代企業
集中論」昭和39年，佐藤定幸，前掲論文など参照。
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類型ふこの運動に関係するものとみることができる。それはつぎの三つで
ある。第 1しま， 19世紀末から20世紀初頭にかけての垂直的統合一ーー一定の製
品系列の生産またほ販売の諸段階の結合一ーであり，その代表は u.s.ス
ティール，スクンダード石油，アメリカ煙草などの諸会社である。第2に19
20-1930年代の水平的統合一—ー地理的拡大一一ーである。第 3 に第 2 次大戦後
ふ新しい多様な分野への異質的成長と多様化が特徴であり，その代表は
(57) 
G.M.,G.E.，デュボン，ゼネラル・ダイナミクスなどの諸会社である。勿論
企業規模の巨大化とそれに伴う「複雑化」の原因ほ企業集中にのみあるので
はない。少なくともそれは生産と資本の集積，集中を原因とする資本蓄積の
発展を基礎としている。分権管理の一成立条件はまずこの点に求められるで
あろう。それほとくに第二次大戦後の第三次集中運動のなかで現実化する。
分権管理1ま戦後のこの時期に急速に一般的浸透を開始する。これはまた多角
化政策が組織変更を帰結するというチャンドラーの周知の命題とも関連して
(58) 
いると思われる。独占資本主義確立期における第 1次集中運動，八大利益集
団確立期における第 2次集中運動との比較における1948年以降の第3次集中
運動の著しい特徴は資産 1億ドル以上の企業による資産 1億ドル以下の企業
(59) 
の取得，及び異業種問合併である。我々はここに多角化政策のある種の反映
をみることもできる。とはいえ「合併運動の絶対量においても，雇傭者数に
比してのその規模においても，この最新の合併の波は前二者よりも明らかに
小規模である。また最新の合併運動が集中の水準に対して，前二者に比すべ
(57) Johnson, et al., op. cit., pp. 51-52. 
(58) しかし彼は多角化とは何かを明確にしておらず， （少なくとも Ansoff,op. cit. 
にみられるような努力はない）したがって多角化と組織変更の間の明確な関連づけ
は不十分に終っている。またその組織変更が何に主として規定されるのか，市場へ
の調整か，組織単位の細分化による競争を媒介としての motivationをねらいとす
るのかいずれが主体なのかが明確にされていない。 A.D. Chandler, op. cit.参照。
宮川氏は分権制を促進した物質的基礎を「企業のもつ生産力的な構造の多様性」の
うちに求めるが，これに対して神田氏は「急激な技術発展が競争を媒介蹂として分
権化を促進する」とされる。（宮川宗弘，分権的経営管理の展開，「立教経済学研究」
第12巻第 1号， 196-7ページ。神田忠雄，分権管理の惹本的性格，「経済志林」第26巻
第4号， 205ページ。）
(59) D. M. Keezer and Associates, N叩 Forcesin American Business, 1959. D. 
M. キーザー絹，鷹取米男訳，「アメリカ経済の推進力」，昭和35年， 208-209ページ。
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(60) 
き影響を与えるか否かも明らかではない。」 したがって我々は一定の規模に
達する資本蓄積の発展とともに，多角化政策を導いた国家的研究開発体制と
競争形態の変化とを，あわせて重要な成立条件として理解しなければならな
いと考える。
さらに，分権化による集権の促進と直接的に関連するものとしてオートメ
ーションをみのがすことはできない。それは第 1に生産面から，階層の少な
い，乎面的な組織への傾斜を強め，第 2に電子計算機を中心とする事務のオ
ートメーションによって，一面における分権と他面における集権を一層促進
(61) 
する可能性を生み出す。かかるオートメージョンは戦後の「技術革新」の重
要な一環をなす。すなわち， 1920年代の「技術革新」と戦後のそれとの相違
は，軍と結合した研究開発体制の一成果たる産業化のテソボの早さと自動制
(62) 
御なしには成立しえないような生産のスピード・アップであった。しかしこ
のことが必らずしも全産業に通用しないことは既に示した通りである。とこ
ろで我々しまこのようなオートメーショ‘ノを含む戦後の「技術革新」をもたら
した背後の要因をも又みのがすことはできない。そのひとつは朝鮮戦争終結
による特恵的市場拡大の終幕と各種の戦時統制の撤廃による，国内市場をめ
ぐる独占企業間競争の激化であり，第 2は国際市場におけるアメリカの絶対
的優位がゆらぎはじめたことである。このような「市場における世界的規模
での競争の増大」を背景としてオートメーツョンは，利潤率をあまり低下さ
(63) 
せないような設備投資方式として，独占資本の新たな超過利潤獲得の手段と
なったのである。システムズ・アプローチをめぐる諸技法の役割もまた，ぉ
そらくこれと同じ意味において理解してよいと思われる。
第3―生産と消費の矛盾の個別資本的「解決」一において問題なのは
この矛盾の発現する具体的形態である。ジョンソン等はこれに関連してつぎ
佐藤定幸，前掲論文参照。
(60) R. Nelson, "Merger Movements in American Industry: 1895-1956", 1959, 
p. 6,佐藤定幸，前掲論文， 42ページ。
(61) cf. Villers, op. cit., pp. 68-69. 
(62) 中村静治，「技術の経済学」昭和35年， 105ページ。
(63) 奥村茂次，独占資本主義の蓄稜と再生産，「マルクス経済学講座」第 2巻， 151
ページ。
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の指摘をおこなっている。第 1は技術進歩の加速化と計画的陳腐化によって
もたらされる製品寿命の短縮化傾向と，他方での製品の開発，生産および販
売に要する時間の長期化傾向との矛盾である。第2はこのような製品の多様
化そのものと，一品種大量生産方式ないしオートメーションとの，調整の困
難としてあらわれる矛盾である。すなわち，大量生産による規模の経済が，
色彩，スクイル，サイズ，モデルなどの多様化により失われる， という矛盾
(64} 
である。このように生産と消費の矛盾の激化はとくに相対的停滞部門におけ
る製品多様化競争，計画的陳腐化競争において尖鋭化し，典型的にあらわれ
る。とはいえ相対的成長部門もこのような生産と消費の矛盾の激化に無関係
であるとは決していえない。例えばいわゆる研究開発産業が，社会全体にお
けるこの矛盾の暴力的貫徹をある程度延引する効果をもつであろうことは既
に指摘した。独占資本にとってはこの相対的成長部門こそは生産と消費の矛
盾が遂に直接的に成長の停滞となってあらわれる諸部門から抜け出し，独占
資本として存続成長するための決定的戦略部門であり，それだけにこの部門
における独占間競争ほかえって激烈をきわめるといってよい。
かかる生産と消費の矛盾の新たな激化はその指標を競争形態の変化のうち
に求めることができる。いわゆる非価格競争の登場である。価格競争の場合
には価格の切り下げによって生産と消費の矛盾が一時的に解決されていたが，
非価格競争のもとではそうはゆかない。例えば戦後では1957年第三四半期に
は全米工業の損益分岐点の平均値が生産能力の約50%,u. s.スティールに
至ってほ，生産能力の32％までに価格が「管理」されている。しかしこのよ
うな「管理価格」による矛盾の克服策はつぎの限界をもたざるをえない。第
1に競争手段としてのコスト・ダウソはより一層の大量生産方式を要求し，
生産と消費の矛盾をますます尖鋭化させる。第2に第三次産業の増大や財政
支出等を度外視すると価格の硬直化は需要変動を激化させる。このような矛
盾の新らたな解決策として実行されるものが定大な宜伝と流通襲を要する欲
望創出にほかならない。要するに価格の硬直化という条件のもとで，この矛
盾ほ流通費や幻想的な製品差別化費用を増大させる。けだしそうすることに
(64) Johnson, et al., op. cit., pp. 175-181. 
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よって欲望創出をしなければ，膨大化した供給に需要を合致させることがで
(65) 
きないからである。
第 4-—情報意志決定システムによる組織の環境に対する適応能力の強化。
換言すれば間接部門とりわけ事務部門の「合理化」一ーにかんしては， とく
に電子計算機を中心とする情報処理技術の発展が重要な支柱をなしている。
しかしこの点については既に若干の指摘をしているので省略したい。問題は
このような情報処理技術の発展を受けいれる条件の成熟にある。そのひとつ
(6) 
はマクドノウが指摘する事務労働者の増大，間接労働の比重の増大という，
ごく一般的ではあるけれども，企業における主体的条件の変化である。 「生
産性の向上へのたえざる闘争」は「いまや工場現場から，情報の処理へと移
(67) 
っていく。」 マクドノウはこのことを「オペレーションの加速化」と呼び，
情報生産性の増加から「競争上有利な立場」を得ることができる，という。
かかる主体的条件ほ， うえの三点の実際的意義にかんして検討した客体的条
件，とりわけ競争形態の変化による製品競争の激化と産業の盛衰のテンボの
加速化を背景としてはじめて現実的条件に転化すると思われる。
第 5―環境の組織化―tこかんしては既に指摘してきた点以上に追加す
(65) 以上については星川順一，「非価格競争の意味するもの」経済学雑誌，昭和36年
6月参照。
(66) 米国事務労働者の増加率比較
: 1870 I 1910 : 1950 I 1960 
労働者総数； I 
事務員総数| 98, 000 I 2, 016, 000 l 7, 070, 000 I 9, 768, 000 
比 率， o.8% ! 5. 5% 12. 0% I 14. 2% 
I. ------・ - ---
1 1870-1910 1910-1950 | 1950-1960 9 
労働者増加率 185% 1 61% 14% I 
事務員増加率 i 195% I 250% 1 28% I 
A. M. McDonough, Informati畑 Economicsand Management Systems, 1963, 
P・ 5. 
(67) McDonough, op. cit., pp. 24-25,松田武彦他訳，「情報の経済学と経営システ
ム」昭和41年， 24-25ページ。
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べきものはあまりないと思われる。ここでは三次にわたる集中運動を経て巨
大化した独占資本の中小資本に対する支配力の強化を一般的な基盤として指
摘するにとどめたい。
つぎに以上を産業界の受け入れの主体的条件と客体的条件に区分しつつ整
理しておこう。第 1に主体的条件について。まず企業が政府あるいは軍と直
接的な契約関係にある場合。この場合は契約によって事実上強制されるので
主体的条件は殆んど問題とならない。例えば「軍部または NASAが，政府
レベルで仕事をするプログラム・マネージャーをとくに任命した場合は，ぃ
つでも，私企業のほうが，政府との調整を行なうための，それに対応するプ
(68) 
ログラム・マネジメソト型の組織をつくってきたのである。」 とはいっても
大規模フ゜ロジェクトを引き受ける組織的能力の点で殆んどが独占的巨大企業
に事実上は限られることとなろう。つぎにその他の企業の場合。まずシステ
ムズ・アプローチ導入の費用を上回る利益が予想されねばならない。この点
(69) 
でニイコフとリヴェットの OR に関する指摘は多かれ少なかれ同様に、ンス
テムズ・アプローチ一般にも妥当すると思われる。それは少なくとも一定規
模以上の大企業であることを必要とする。これはつぎの事情を顧慮するとき，
ますますそうである。第 1に競争がこのような費用 利益の比較を無意味
にする程激しい場合，そのための費用負担に耐えることが必要である。第 2
に一般に大規模であればある程，このような導入の利益は大きいと仮定すれ
ば，独占的巨大企業と中小企業との間にほそれだけの較差が最初から存在す
ることとなる。しかしそのような資金面，利用面での不利にもかかわらず，
競争が中小企業にもその導入を強制するかもしれない。つぎに独占的巨大企
業全体にとっていえば，既に指摘したようにッステムズ・アプローチの導入
が（イ）オートメージョン導入の場合と同様，利潤率の傾向的低落に反作用する
ような，資本係数低下的な投資であるか，（口）消極的にはその採用が労働組合
の反対を受けず，更に積極的には逆にその採用が組織的抵抗を機構的に弱め
(68) Johnson et al., op. cit., p. 159. 
(69) R. L. Ackoff and P. Rivett, A Mana{!er's Guide to Operations Research, 
1963, pp. 85-86. 
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る方向に作用するような性格のものであるか， どちらかを必要とすると考え
られる。更に企業の受入を容易にする組織的条件としては戦後巨大企業に一
般におこなわれた機能別組織から製品別分権組織への移行が指摘される。再
びチャソドラーによれば，中央集権的機能別組織は，全国的世界的規模にお
ける企業の拡張戦略及び新製品の開発などに基く経営多角化戦略が，この組
織に次のような欠陥をもたらすことによって分権構造への移行を必要とする
ようになる。すなわち，多角化に面した中央集権的機能別組織は，（イ）全体観
点よりも各部門利害の妥協に陥いりやすい。（口）異種の多市場をかかえること
によって，市場を基礎とする調整，統合を不能にする。こうして歴史的にほ
1920-30年代に先駆的巨大企業が， 1950年以後に多数の巨大企業が分権構造
に移行した。もちろんこのような分権構造あるいは分権制とヽンステムズ・ア
プローチの関連を直接的に求めることは困難である。しかしつぎの指摘が可
能であろう。（イ）分権構造が一般化する時期とシステム文献登場の時期がほぼ
一致すること。（口）意志決定が機能的基礎に立ってではなく，全体的視野に立
ちうるようになること。つまり，製造，販売などの部門利害の妥協の上にた
ってで！まなく，製品別に全体的視野に立っておこなう基礎ができること。い）
とくに戦略的決定と操作的決定の分離が，管理スタッフの制度的登場ととも
におこなわれること。
第2に客体的条件について。一般的な基礎としては第 2次集中運動を経て
1920-30年代に競争形態が価格競争からいわゆる「非価格競争」に変化する
に至る生産と資本の集積・集中の進展，それによる支配力の強化と，新たな生
(70) 
産と消費の矛盾，がこれである。しかしそれはこれだけではただの一般的基
(70) 価格競争から非価格競争への競争形態の変化を1920-30年代に求めるのは異論
もあるであろう。その究極的基礎は独占の形成にあり， 20世紀初頭の独占資本主義
の成立とともに基本的に与えられているからである。しかしここで1920-30年代を
重視するのほつぎの理由に基く。
第1に同じく非価格競争といっても生産財産業と消費財産業の場合では，なるほ
ど相互に影響しあうとはいえ，その性格を著しく異にする。前者では金融面や新製
品開発，後者では，販売経路，宣伝，モデル，包装などが重要な役割を果す。後者
は不生産的腐朽的な要因をヨリ強く含んでおり，間接部門，不生産的部門の増大と
ヨリ深くからみあっている。
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礎にとどまらざるをえなかった。たしかに一部の先進的私企業に•おいてシス
テムズ・アプローチの先駆をみることもできる。しかしそれらは第 1におそ
らく企業秘密に属したであろうし，第2に1930年代は全般に停滞の時期であ
る。その本格的発展と企業一般への導入は，本稿の最初に示したように，国
家的な規模での研究開発体制を媒介としなければならなかった。これを更に
一層推進したのが第 3回企業集中運動がおこなわれる中で世界的，国内的な
競争の激化を背景とした1955-57年のいわゆる「技術革新」である。しかし
それは繰り返し指摘してきたように，成長部門と相対的停滞部門で内容を異
にする。とりわけ後者に特徴的にみられるのほ，流通費や陳腐化に要する費
用負担の増大である。これはこの部門におけるシステムズ・アプローチ導入
のひとつの重要な可能的条件であろう。
最後にッステムズ・アプローチの役割と意義にかんして若干補足しておこ
ぅ。第 1にそれはたしかに個別企業にとっては， とりわけ中小企業に対する
独占的大企業にとってほ，それが有効な技法として働く限りにおいて，ひと
つの生産力的効果を明らかに発揮するであろう。しかし社会的諸結果として
は必ずしも生産力的に作用するとは限らない。逆もまたありうる。いうまで
もなく競争による減殺効果と社会的な無駄の意識的・無意識的促進が存在す
るからである。このような可能性はとくに相対的停滞産業における形式的使
用価値差別の進展や陳腐化競争において最も典型的かつ現実的であると思わ
れる。第 2に，とくに経営情報システムの名におけるそれは，間接部門を中
心とする「合理化」の弁護論として役立つと同時に，組織へのシステムズ・
アプローチの名における適用それ自体において一~それが競争の利用と結合
第2に耐久消費財産業の社会的経済的比重の増大がある。 （星川順一，産業独占
と「流通革命」，「立命館経営学」第2巻第2• 3号， 155ページ。自動車産業が戦
前のアメリカ独占資本主義の発展に及ぼした決定的役割についてはバランス・ウィ
ージー，小原敬士訳，「前掲書」参照。） かかる比重の増大は，アメリカにおける独
占のつぎのような傾向的拡大過程にも照応している。 I，鉄綱などを中心とする重
工業原材料部門での独占の成立 (20世紀初頭） I, 自動車，家庭電器などを中心
とする耐久消費財部門での独占の形成 (1920-30年代） m,その後の非耐久消費財
部門への独占の拡大。
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しており，各組織単位の厳然たる区分（測定可能性による区分）を前提とし
た再統合，再結合である限り，それらの間の差別と弧立化を深めることによ
って一労働組合の全体的組織力を技術的・制度的に弱体化する方向でおこ
(71) 
なわれる可能性が常に潜んでいると思われる。
IV おわりに
以上できわめて不十分ながら，システムズ・アプローチの存立基盤を，と
(72) 
くに科学技術の新たな国家的・軍事的体制（それは波及的に，いわゆる成長
産業の旗手としての「研究開発産業」とこれに触発される研究開発競争をも
たらした）と，競争形態の変化との二大支柱に主として焦点を絞りつつ，ァ
メリカ独占資本主義の新たな展開のなかに求めてきた。しかし基盤の分析自
体にかんしていえば，本稿での展開はごく一般的な表現にとどまらざるをえ
なかった。したがってまた，軍やそれと結合した研究所のなかで開発される
システム技術がどの程度直接に個々の民間企業に適用しうるかについての，
ヨリ具体的な検討は殆んど未展開のまま残された。このような適用問題に答
えるためには，技法的条件も含めて，個別企業の組織的発展を含む主体的条
件のヨリ詳細な分析，及び，客体的条件，とりわけ競争形態の変化にかんす
る＇ョリ詳細な検討と実証を要する。これらは， 1920ー30年代以降を中心とす
るアメリカ独占資本主義にかんする経済史的，経営史的共有財産のヨリー層
の豊富化とともに，今後の課題である。
システムズ・アプローチの概念規定の問題は，依然としてこの存立基盤の
考察にたえずつきまとう，厄介で避けることのできない前提である。それは
また竹中氏が指摘するように，「『技術』というものの本質が単なる『操作』
にすぎないのか，それとも技術が一つの思想をもちうるのかという現代の根
(71) 逆にアメリカ労働組合運動の性格は，システムズ・アプローチを受け入れ易い
基盤をなしていると思われる。
(72) 行動科学研究もその例外ではない。犬田叶，アメリカ行動科学の現状，「思想」
昭和39年8月， 51-64ページ。
一方，研究開発競争は，戦後におけるその重要性ゆえに，経営管理のなかでの再
位置づけを要求する。例えば森俊治，「研究開発管理論」昭和4~民
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(73) 
本的問題」をも含んでいる。本稿では両者を結合して把えようとしたが．こ
の点にかんするヨリ慎重な検討もまた今後の課題としなければならない。
(73) P. E.ロソフ，竹中監修，清水他訳，「前掲書」 iiページ。
